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参加者の有無を確認する公募手続に係る参加意思確認書の 

提出を求める公示 

 

令和６年１月２６日 

九州地方整備局長 

                        森戸 義貴 

                        

                        

次のとおり、参加意思確認書の提出を招請します。  

 

１ 当該招請の主旨 

本件は入札契約手続きの透明性、客観性、競争性をより一層確保するために、デ

ータベース化された受注業者の工事及び業務の実績、技術者に係わる情報から継続

的に、工事及び業務の実績、技術者等のデータの情報を提供するものである。 

工事及び業務の実績、技術者等の情報は、入札契約手続き時における重要な情報

であるため、網羅的に収集され、かつ速やかに提供される必要がある。 

このことから、本件の遂行に当たっては、技術的要件等を兼ね備えている特定の

法人を契約の相手方とする契約手続を行う予定としているが、当該特定の法人以外

の者で、下記の応募要件を満たし、本件の実施を希望する者の有無を確認する目的

で、参加意思確認書の提出を招請する公募を実施するものである。 

公募の結果、応募者がいない場合、若しくは、４の応募要件を満たすと認められ

る者がいない場合にあっては、特定の法人との契約手続に移行する。 

なお、４の応募要件を満たすと認められる者がいる場合にあっては、特定の法人

と当該応募者に対して企画競争による企画提案書の提出を要請する予定である。 

 

２ 概要 

  (１) 件名 令和６年度工事及び測量調査設計業務実績情報提供業務 

(２) 作業内容   

①工事実績情報提供及び測量調査設計業務実績情報提供 

詳細は「令和６年度工事及び測量調査設計業務実績情報提供業務」説明書

（以下「説明書」という。）による。 

②有資格業者の随時受付及び再認定に伴う情報の変更及び更新 

詳細は説明書による。 

(３)  履行期間 令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

(４)  本業務の参考業務規模：１０百万円程度（税込み）を想定している。 

 

３ 目的  

本件は、公共事業における入札契約手続のより一層の透明性及び客観性を確保し、

建設工事やコンサルタント業務等の入札契約手続の適切な執行を図るために活用す

る受注業者の工事及び業務の実績、技術者データ等の情報提供を受けることを目的

とする。 
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４ 応募要件 

(１) 基本的要件 

① 予算決算及び会計令（昭和 22 年勅令第 165 号）第 70 条及び第 71 条の規定

に該当しない者であること。 

② 令和４・５・６年度の一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）「役

務の提供等」において九州・沖縄地域の競争参加資格を有する者であること。 

  一般競争（指名競争）参加資格（全省庁統一資格）の申請の時期及び場所につ

いては、「競争参加者の資格に関する公示」（令和５年３月３１日付官報）に記載

されている時期及び場所で申請を受け付ける。 

③ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更生手続開始の申し立て又

は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続開始の申し立てが

なされていない者（競争参加資格に関する公示に基づく再申請の手続きを行っ

た者を除く｡）であること。 

④ 九州地方整備局長から指名停止を受けている期間中でないこと。 

⑤ 参加意思確認書を提出しようとする者の間に以下の基準のいずれかに該当

する関係がないこと。 

１.資本関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。 

（ア）子会社等（会社法（平成 17年法律第 86号）第２条第３号の２に規定 

する子会社等をいう。（イ）において同じ。）と親会社等（同条第４号の 

２に規定する親会社等をいう。（イ）において同じ。）の関係にある場合 

（イ）親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

２.人的関係 

以下のいずれかに該当する二者の場合。ただし、（ア）については、会社等 

（会社法施行規則（平成 18年法務省令第 12号）第２条第３項第２号に規定

する会社等をいう。以下同じ。）の一方が民事再生法（平成11年法律第225 号）

第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は更生会社（会社更生

法（平成 14年法律第 154号）第２条第７項に規定する更生会社をいう。）で

ある場合を除く。 

（ア）一方の会社等の役員（株式会社の取締役（指名委員会等設置会社にあ

っては執行役）、持分会社（合名会社、合資会社若しくは合同会社をい

う。）の業務を執行する社員、組合の理事又はこれらに準ずる者をいう。

以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねている場合 

（イ）一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第 64 条第２項又

は会社更生法第 67 条第１項の規定により選任された管財人（以下単に

「管財人」という。）を現に兼ねている場合 

（ウ）一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場

合 

 

３．その他の入札の適正さが阻害されると認められる場合 

組合とその構成員が同一の入札に参加している場合。その他上記１．又は２．



 3 

と同視し得る資本関係又は人的関係があると認められる場合。 

⑥ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者等又はこれに準

ずるものとして、国土交通省発注工事等から排除要請があり、当該状態が継続

している者でないこと。 

(２) 技術力に関する要件 

公共事業における以下（ア）及び（イ）の実績情報を収集し、提供を的確に

行うこと。 

（ア）国、都道府県、政令指定都市が発注した工事実績情報 

・請負金額 5,000万円以上の工事実績情報（平成 8年度竣工以降） 

・請負金額 2,500万円以上の工事実績情報（平成 9年度契約以降） 

・請負金額 500万円以上の工事実績情報（平成 14年度契約以降） 

（イ）国、都道府県、政令指定都市が発注した業務実績情報 

・請負金額 500 万円以上の建設コンサルタントおよび地質調査企業の業務

実績情報（平成 13年度契約以降） 

・請負金額 500万円以上の測量業務実績情報（平成 13年度契約以降） 

・請負金額 100 万円以上の建設コンサルタントおよび地質調査、測量業務

実績情報（平成 20年度契約以降） 

   （一財）日本建設情報総合センターが有するコリンズ（工事実績情報サービ

ス）及びテクリス（測量調査設計業務実績情報サービス）データについて、本

件を履行するにあたりデータの入手を要する場合は、競争参加に先立ち、あら

かじめ当該センターからの提供について書面による了解を得ること。 

書面による了解は、参加意思確認書提出時までに得ることを原則とするが、

参加意思確認書提出時までに書面による了解を得られない場合は、企画提案書

の提出期限までに書面による了解を得ることが必要である。 

なお、この場合は参加意思確認書提出時に「企画提案書提出期限までには書

面による了解を得られる見込みがある」ことが要件となる。 

(３) 中立性及び公平性に関する要件 

中立性及び公平性を保つための規定が社則等に明記され、社員等に周知し厳

格に運用していること。 

(４) 守秘性に関する要件 

社内規則等において、守秘義務の遵守及び違反した場合の規定があること。 

(５) 執行体制に関する要件 

 週１回の情報提供日の時間帯に技術者を確保し、契約日から情報提供を行え

る体制を確保すること。情報提供日の時間帯は、毎週金曜日 9：15～18：00（た

だし、祝日及び 12月 29日から 1月 3日までを除く。）とする。 

(６) 実績に関する要件 

下記に示される同種又は類似の実績について、平成 26 年度以降から本公示

日までに完了した実績（再委託による実績は含まない。）を、1 件以上有して

いなければならない。 

 

① 同種実績：公共事業における工事または業務の受注実績データ等の情報を 

100万件以上提供した実績 
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② 類似実績：公共事業における工事または業務の受注実績データ等の情報を 

提供した実績 

 

５ 手続等 

(１)  担当部局 

①契約関係 

〒812-0013 福岡県福岡市博多区博多駅東２丁目１０番７号 

福岡第二合同庁舎７階 九州地方整備局 総務部契約課 購買係 

電話 092-476-3509 ＦＡＸ 092-476-3459 （内線２５３９） 

②技術関係 

〒812-0013 福岡県福岡市博多区博多駅東２丁目１０番７号 

福岡第二合同庁舎６階 九州地方整備局 企画部技術管理課 技術審査係 

電話 092-476-3546 ＦＡＸ 092-476-3465 （内線３３４７） 

(２) 説明書の交付期間、場所及び方法 

令和６年１月２６日（金）から令和６年２月１５日(木)までの土曜日、日曜日、

祝日を除く毎日 9時 15分から 18時 00分まで。交付場所は(１)②に同じ。 

説明書は交付場所での手交又は電子メールによる。電子メールによる場合は

（１）②に問い合わせを行うこと。 

(３) 参加意思確認書の提出期限、場所及び方法 

令和６年２月１６日（金）18 時 00 分まで。提出場所は(１)①に同じ。持参、

郵送（書留郵便等記録が残るもの）又は電子メール（事前に（１）①へ連絡を

入れること）すること。 

 

６ その他 

(１)  手続において使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。 

(２) 関連情報を入手するための照会窓口 ５(１)②に同じ。 

(３) 当該応募者に対して企画競争実施のための企画提案書の提出を要請する際

の提出予定期限：令和６年３月１２日（火）18時 00分 

(４) 契約日は令和６年度予算が令和６年４月１日までに成立した場合は、４月１

日とし、４月２日以降に成立した場合はその成立日とする。 

なお、成立日にかかわらず、契約（履行）期間の始期は令和６年４月１日と

する。 

また暫定予算となった場合、本業務に係わる予算が全額計上されているとき

は、全体の契約期間の契約とするが、当該予算が全額計上されていないときは、

全体の契約期間に対する暫定予算の期間分のみの契約とする。 

なお、本予算成立後は令和７年３月３１日までとする。 

(５)  詳細は説明書による。 


